
2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

◆本庁 千円

○報酬 個人情報保護審査会委員等報酬 千円

○報償費 千円

協力者謝礼、記念品等 千円

弁護士報酬、訴訟費等 千円

○旅費 費用弁償、特別旅費 千円

○需用費 追録代、封筒印刷代、事務用消耗品費等 千円

○役務費 郵便料、運搬料等 千円

○委託料 文書等集配業務委託料 千円

○使用料及び賃借料 施設使用料、行政情報（iJAMP)使用料 千円

○負担金 会議・研修参加負担金等 千円

◆支所 千円

○需用費 事務用消耗品費、修繕料等 千円

○委託料 樹木等剪定伐採、里竹田処分場整地 千円

○使用料及び賃借料 区長会会場使用料 千円

◆人権擁護委員活動事業 千円

○需用費 事務用消耗品費 千円

○負担金 千円

・福井県人権擁護委員協議会負担金（法令外負担金） 千円

・福井県人権擁護委員協議会坂井市部会活動負担金 千円

2,665

32,184

4,549

768

154

1,371

947

402

22

【事業の目的】

　経費削減のため、全庁的に使用する封筒等の物品購入や、郵便物等の郵送経費を一括し
て管理する。

【事業の概要】

41,660

42

1,223

35

1,188

75

指標に基づく評価

郵便料に対する割引は適正に行いました。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明507

78

429

129

300

財
源
内
訳

国県支出金 120 73 52

指標

指標 目標

指標の説明

0.0 0.0

0.0 0.0 0.0

実績

実績

達成率(%) 0.0

実績

目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

独
自
指
標

実績 7,626 7,987 9,269

達成率(%) 0.0

指標 目標

人

74,478 57,159 59,375 17,319

評価指標 単位 年度 平成31年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

指標

郵便料の割引額
千円

目標

0.0

指標の説明 成果としての実績であるため目標設定はしない

47

その他特定財源 51 100 759 △ 49

一般財源

人

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

人 3.00 人 3.32 人 1.44根拠例規 無
人
員

正職員 4.44

人 0.00

根拠法令 有 地方自治法 総事業費 74,649 57,332 60,186 17,317

人

人員計 4.44 人 3.00 人 3.32 人 1.44

平成28年度 平成27年度 29・28年度比

施策 コ
ス
ト

事業費 43,538 37,193

政策パッケージ 平成29年度

36,584 6,345

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 内部管理事業 人件費 31,111 20,139 23,602

総合
戦略

10,972

01 一般管理費

総合戦略
記載事項

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総務部

基本計画 1-2 効率的な行財政運営の推進 総務課 （単位：千円）

大事業 051 一般管理事業 中事業 01 一般管理事務事業

小事業 01 一般管理事務事業 07 人権擁護委員活動事業 他　事業

平成29年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 01 総務管理費 目



5.事業に対する評価

6.今後の方向性

7.総合戦略記載事業の検証

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

方向性の
説明

事業内容は、定例的に継続していかなければならないものであることから、評価しないこととします。

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

基本施策

これまでの見直
しや改善等の実

績

郵便料について、発送する際に割引対象となるよう運用し、効率化を図りました。

短期的な方向性 中長期的な方向性
　

目標年度 目標年度

現状と課題

課題はない



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

【事業の概要】

●まつりのべおか交流使節団派遣事業 千円

実施日：平成２９年７月２２日（土）～７月２３日（日）（1泊2日）

派遣者：１１名

○報償費 視察謝礼（手土産代）他 千円

○旅費 費用弁償 千円

特別旅費 千円

●丸岡古城まつり招聘事業 千円

実施日：平成２９年１０月７日（土）～１０月９日（月）

○需用費 食糧費（懇親会等賄） 千円275

  市民による文化、教育、観光、産業などの交流や親善を通じて、市民レベルの国内都市
交流を推進する。

776

39

441

296

275

招聘者：１１名　　

【事業の目的】

平成29年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 01 総務管理費 目

2,062 829

根拠法令

国際交流・地域交流の推進 総務課

985 1,048 66

小事業 他　事業

01 一般管理費

総合戦略
記載事項

大事業 051 一般管理事業 中事業 16 姉妹都市交流事業

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成29年度 平成28年度 平成27年度 29・28年度比

総合
計画

基本構想 8 地域全体でもてなすまちづくり 所管
部局

総務部

基本計画 8-2

施策

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 2,172 1,343
コ
ス
ト

事業費 1,051

無 総事業費 3,223 2,328 3,110 895

人

人員計 0.31 人 0.20 人 0.29 人 0.11 人

人人 0.20 人 0.29 人 0.11

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

根拠例規 無
人
員

正職員 0.31

人 0.00

交流事業の実施回数

2

独
自
指
標

0

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源 895

評価指標 単位 年度 平成31年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

2 2

達成率(%) 0.0

2 2 2

0.0 100.0 100.0

回
目標 2

100.0

独
自
指
標

実績 11 13 12

指標
丸岡古城まつり延岡市交流
使節団参加人数

目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明 成果としての実績であるため目標設定はしない

実績 11 10

目標

独
自
指
標

実績

達成率(%) 0.0

9

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

まつりのべおか交流使節団
参加人数

指標の説明 成果としての実績であるため目標設定はしない

指標に基づく評価

参加者の人数に多少の増減はあるものの、安定した交流はできています。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

財
源
内
訳

国県支出金 0 0 0

指標

指標 目標

実績 2

3,223 2,328 3,110

指標

交流事業実施回数

指標の説明



5.事業に対する評価

6.今後の方向性

7.総合戦略記載事業の検証

現状と課題

課題はない

これまでの見直
しや改善等の実

績

丸岡古城まつり関係者以外からも参加できるように団体を指定して姉妹都市交流使節団を組織し、費用を予算化するとともに、乗継回数を減らすよう行程の見直しを行い
ました。

短期的な方向性 中長期的な方向性
継続

目標年度 目標年度

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

方向性の
説明

姉妹都市提携を結んでいることから、継続すべき事業であり、目標とする年度の設定はしません。

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

基本施策



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

【事業の概要】

１､ 多文化共生推進事業

インターナショナルさかいへの補助

◯補助金 事業補助金 千円

２､ 日中友好協会育成事業

日中友好協会への補助

◯補助金 運営補助金 千円

10

200

平成29年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 01 総務管理費 目

国際交流・地域交流の推進 総務課

210 747 0

小事業 他　事業

01 一般管理費

総合戦略
記載事項

大事業 051 一般管理事業 中事業 31 国際交流事業

施策 コ
ス
ト

事業費 210

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成29年度 平成28年度 平成27年度 29・28年度比

総合
計画

基本構想 8 地域全体でもてなすまちづくり 所管
部局

総務部

基本計画 8-2

1,777 1,081

根拠法令 無 総事業費 1,962 881 2,524 1,081

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 1,752 671

人

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

人 0.10 人 0.25 人 0.15根拠例規 無
人
員

正職員 0.25

人 0.00

指標
市内各団体が実施する交流
事業回数

回
目標 15

人

人員計 0.25 人 0.10 人 0.25 人 0.15 人

0

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源 881 2,524 1,081

評価指標 単位 年度 平成31年度 平成30年度 平成29年度

財
源
内
訳

国県支出金 0 0 0

平成28年度 平成27年度

【事業の目的】

　市内在住の中国やその他の国々の方々が円滑に生活できるよう各団体が実施する事業を
支援することで、市民を含めた交流を推進する。

0.0 86.7 106.7 106.7

指標の説明 交流事業の実施回数（無料相談会、研修、教室、春節等）

15

独
自
指
標

実績 13 16 16

達成率(%) 0.0

15 15 15

1,962

実績

指標 目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

指標 目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

実績

指標の説明

指標 目標

実績

達成率(%) 0.0

指標に基づく評価

各団体が交流事業の内容について検討しながら行っており、概ね目標を達成
しています。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明



5.事業に対する評価

6.今後の方向性

7.総合戦略記載事業の検証

現状と課題

有効性に課題

各事業とも、外国人を中心として行われている事業で、対象者が限定的であり、また広く周知・理解されているとは言い難い状況です。また、県の国際交流協会など幅広
く連携を図っていく必要があります。

これまでの見直
しや改善等の実

績

市の広報紙を活用しています。

短期的な方向性
継続

中長期的な方向性
継続

目標年度 目標年度

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

方向性の
説明

各団体とも市内在住の外国人の方々に向けた事業を行っており、今後も継続して支援します。また、より市民を含めた交流の推進を図ります。

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

基本施策



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○委託料 例規集システム業務委託料 千円

個人情報保護制度強化支援業務 千円

○使用料及び賃借料 例規集システム使用料 千円

【事業の目的】

　法律、政令、省令に基づく坂井市条例等の制定・改廃事務について適切に管理し、例規
集をデータベース化してホームページにて公開する。

【事業の概要】

2,160

1,944

（委託先　株式会社ぎょうせい）

1,607

平成29年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 01 総務管理費 目

6,398 586

根拠法令

住民と行政の協働によるまちづくりの推進 総務課

8,433 1,944

小事業 他　事業

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成29年度 平成28年度 平成27年度 29・28年度比

施策

02 文書広報費

総合戦略
記載事項

大事業 051 文書管理費 中事業 06 例規管理事業

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総務部

基本計画 1-1

事業区分 自治事務（義務的なもの） 事業種別 内部管理事業 人件費 5,956 5,370
コ
ス
ト

事業費 5,711 3,767

有 地方自治法 総事業費 11,667 9,137 14,831 2,530

人

人員計 0.85 人 0.80 人 0.60 人 0.05 人

人人 0.80 人 0.60 人 0.05

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

根拠例規 有 坂井市行政手続条例
人
員

正職員 0.85

人 0.00

成果としての実績であるため目標設定はしない

2,346

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源 184

評価指標 単位 年度 平成31年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

24 47

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0

目標

0.0

4

実績 4 3 4

指標

例規等審査会開催回数

目標 4 4

達成率(%) 0.0 0.0 100.0 75.0 100.0

指標の説明

4 4

実績

目標

実績

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

指標に基づく評価

議会定例会前に審査会を実施し、適正に審査を行いました。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

財
源
内
訳

国県支出金 2,346 0 2,171

指標

指標 目標

実績 32

9,321 9,137 12,660

指標
例規等審査会における審査
件数

指標の説明



5.事業に対する評価

6.今後の方向性

7.総合戦略記載事業の検証

現状と課題

課題はない

これまでの見直
しや改善等の実

績

短期的な方向性 中長期的な方向性
　

目標年度 目標年度

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

方向性の
説明

条例は、地方自治体の法というものであり、必要不可欠なものであるため、評価しないこととします。

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

基本施策



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○報酬 委員長、委員２名分 千円

○負担金 千円

全国公平委員会連合会負担金 千円

県都市公平委員会連合協議会負担金 千円

会議・研修会費負担金 千円

坂井市公平委員会の開催日

第1回　平成29年7月27日（木）

全国公平委員会連合会　北信越支部総会・研究会

実施日 平成２９年１０月５日（木）、６日（金）

場所 勝山市

出席者 公平委員会委員２名、事務局１名

県都市公平委員会連合協議会　総会・研究会

実施日 平成２９年１１月２４日（金）

場所 福井パレスホテル

出席者 公平委員会委員２名、事務局１名

【事業の目的】

　地方公務員法等による市職員の勤務条件や市職員に対する行政処分等への不服申立に基
づき、公平公正な立場からその裁定を行う機関である坂井市公平委員会を運営する。

【事業の概要】

28

117

31

62

24

平成29年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 01 総務管理費 目

711 715

根拠法令

効率的な行財政運営の推進 総務課

78 68 67

小事業 他　事業

07 公平委員会費

総合戦略
記載事項

大事業 051 公平委員会事業 中事業 01 公平委員会事業

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成29年度 平成28年度 平成27年度 29・28年度比

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総務部

基本計画 1-2

施策

事業区分 自治事務（義務的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 1,051 336
コ
ス
ト

事業費 145

有 地方自治法 総事業費 1,196 414 779 782

人

人員計 0.15 人 0.05 人 0.10 人 0.10 人

人人 0.05 人 0.10 人 0.10

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

根拠例規 有 坂井市公平委員会設置条例
人
員

正職員 0.15

人 0.00

成果としての実績であるため目標設定はしない

0

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源 782

評価指標 単位 年度 平成31年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

2 2

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0

目標

0.0

実績

指標 目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

目標

実績

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

指標に基づく評価

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

財
源
内
訳

国県支出金 0 0 0

指標

指標 目標

実績 3

1,196 414 779

指標
公平委員会研究会の実施回
数

指標の説明



5.事業に対する評価

6.今後の方向性

7.総合戦略記載事業の検証

現状と課題

課題はない

人事公平制度の円滑な運営を図るとともに、公平かつ適正な人事行政の確立を目指すための調査研修に努め、公平公正な人事行政の確保に努めました。

これまでの見直
しや改善等の実

績

短期的な方向性 中長期的な方向性
　

目標年度 目標年度

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

方向性の
説明

法律により設置された行政委員であることから、評価しないこととします。

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

基本施策



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○報酬 委員長、委員３名分 千円

○旅費 第６5回全国市区選挙管理委員会連合会北信越支部総会 千円

（平成２９年５月１１日～１２日　石川県金沢市にて開催）

委員２名、事務局１名参加

平成２９年度全国市区選挙管理委員会連合会総会

（平成２９年５月２５日～２６日　東京都にて開催）

委員3名、事務局１名参加

費用弁償 千円

特別旅費 千円

○需用費 定期刊行物購読料 千円

○役務費 通信運搬費（郵便料） 千円

○使用料及び賃借料 有料道路通行料 千円

○負担金 千円

県市町選挙団体連合会分担金 千円

全国市区選挙管理委員会連合会分担金 千円

全国市区選挙管理委員会連合会北信越支部分担金 千円

全国市区選挙管理委員会連合会北信越支部総会分担金 千円

平成29年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 04 選挙費 目

小事業 他　事業

01 選挙管理委員会費

総合戦略
記載事項

大事業 051 選挙管理委員会事業 中事業 01 選挙管理委員会事業

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成29年度 平成28年度 平成27年度 29・28年度比

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総務部

基本計画 1-2 効率的な行財政運営の推進 総務課

441 495 164

有 地方自治法、公職選挙法、検察審査会法令ほか 総事業費 5,860 3,798 4,049 2,062

事業区分 自治事務（義務的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 5,255 3,357
コ
ス
ト

事業費 605

3,554 1,898

根拠法令

施策

人

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

人 0.05 人 0.50 人 0.70根拠例規 有 坂井市公職選挙法令執行規程
人
員

正職員 0.75

人 0.00 人

人員計 0.75 人 0.05 人 0.50 人 0.70 人

5,858 3,790 4,046 2,068

評価指標 単位 年度 平成31年度 平成30年度 平成29年度

財
源
内
訳

国県支出金 2 8 3

平成28年度 平成27年度

△ 6

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源

【事業の目的】

　適正な選挙執行のために必要な要件を整備し、選挙に係る運営・管理について研究を行
う。

【事業の概要】

279

205

150

55

7

10

3

101

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明 成果としての実績であるため目標設定はしない

実績

指標 目標

独
自
指
標

実績 6 6 7

達成率(%) 0.0

指標

選挙管理委員会開催回数
回

目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

指標 目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

実績

指標の説明

指標 目標

実績

達成率(%) 0.0

指標に基づく評価

法令に基づき適正に執行しました。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

24

35

12

30



5.事業に対する評価

6.今後の方向性

7.総合戦略記載事業の検証

現状と課題

課題はない

これまでの見直
しや改善等の実

績

短期的な方向性 中長期的な方向性

目標年度 目標年度

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

方向性の
説明

裁量の余地のない義務的な事業のため、評価しないこととします。

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

基本施策



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○需用費 消耗品費（啓発用消耗品費） 千円

食糧費（会議用賄） 千円

坂井市明るい選挙推進協議会　　構成員34名

１　明るい選挙啓発ポスター募集（県主催）

実施期間：平成29年6月～9月

応募総数：中学生200点、小学生205点

2　明るい選挙推進啓発キャッチフレーズ・標語募集（県主催）

実施期間：平成29年6月～9月

応募総数：101点

3　成人式における啓発活動

実施日：平成30年1月7日

4　県市町選挙団体連合会総会、講演会、研修会への参加

実施日：平成29年6月5日、平成30年1月26日

5　出前講座の開催（模擬投票等）

実施校：明章小、丸岡高定時制、嶺北特別支援学校高等部

　　　　

2,102

平成29年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 04 選挙費 目

小事業 他　事業

02 選挙啓発費

総合戦略
記載事項

大事業 051 選挙啓発事業 01 選挙啓発事業

施策 コ
ス
ト

事業費

住民と行政の協働によるまちづくりの推進 総務課

根拠法令 有 公職選挙法 総事業費

事業区分 自治事務（任意的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費

中事業

68

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成29年度 平成28年度 平成27年度 29・28年度比

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総務部

基本計画 1-1

72 17 △ 4

無
人
員

正職員 0.30

人 0.00

2,133 759

人

人員計 0.30 人 0.20 人 0.30 人 0.10 人

2,170 1,415 2,150 755

1,343

0

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源

人

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

人 0.20 人 0.30 人 0.10根拠例規

3

【事業の概要】

65

0.0 100.0 300.0 -

2,170 1,415 2,150 755

評価指標 単位 年度 平成31年度 平成30年度 平成29年度

財
源
内
訳

国県支出金 0 0 0

平成28年度 平成27年度

指標の説明 市内学校等での出前講座開催回数

-

独
自
指
標

実績 3 6 -

達成率(%) 0.0

4 3 2指標

出前講座開催回数
回

目標 5

独
自
指
標

実績 405 535 303

指標

選挙啓発ポスター応募数
点

目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明 成果としての実績であるため

達成率(%) 0.0

指標

選挙啓発標語応募数
点

目標

363

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

実績 101 520

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

指標の説明 成果としての実績であるため

指標 目標

独
自
指
標

実績

指標に基づく評価

平成28年の18歳選挙権スタートにより多かったポスター・標語の応募数は
減少しました。主権者教育の中で出前講座の要請も増えてきており、明るい
選挙推進協議会を中心に、今後も様々な機会をとらえて、出前講座等を行い
ます。

【事業の目的】

　市民及び将来の有権者である児童生徒を対象に、投票率向上など選挙に関するの意識啓
発を図る。



5.事業に対する評価

6.今後の方向性

7.総合戦略記載事業の検証

目標年度 目標年度

現状と課題

有効性に課題

投票率低下が課題となっており、選挙に対する市民の意識啓発を図る必要があります。特に、若者の低投票率が顕著である中で、18歳選挙権を踏まえた各世代での啓発活
動を行う必要があります。

継続

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

方向性の
説明

明るい選挙推進協議会を中心に、公正で公明な選挙ができるよう、今後も継続して、選挙時だけでなく、常時啓発を行っていきます。また、子供の頃から投票行動に慣れ親し
むことで、将来の選挙に対する習慣づけを図ることを目的に児童・生徒を対象に様々な機会をとらえて啓発活動を行っていきます。

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

基本施策

これまでの見直
しや改善等の実

績

明るい選挙推進協議会を中心に、新成人への啓発活動を行ったほか、市内小学校に出向き、みらい選挙と題した選挙の話や模擬投票の授業を行いました。また、18歳選挙
権を踏まえ、市内の各高校においても出前講座を行いました。

短期的な方向性
継続

中長期的な方向性



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○報酬 選管委員、投票管理者、投票立会人等 千円

○職員手当等 選挙事務従事職員時間外手当 千円

○報償費 協力者謝礼 千円

○需用費 消耗品費、印刷製本費等 千円

○役務費 通信運搬費（郵便料、電話料等 ） 千円

○委託料 ポスター掲示場設置撤去、機器保守等 千円

○使用料及び賃借料 会場、事務機器借上料 千円

○備品購入費 選挙用備品購入費 千円

平成29年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 04 選挙費 目

小事業 他　事業

04 衆議院議員選挙費

総合戦略
記載事項

大事業 051 衆議院議員選挙事業 中事業 01 衆議院議員選挙事業

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成29年度 平成28年度 平成27年度 29・28年度比

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総務部

基本計画 1-1 住民と行政の協働によるまちづくりの推進 総務課

0 0 25,661

有 公職選挙法他 総事業費 34,770 0 0 34,770

事業区分 法定受託事務 事業種別 ソフト事業 人件費 9,109 0
コ
ス
ト

事業費 25,661

0 9,109

根拠法令

施策

人

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

人 0.00 人 0.00 人 1.30根拠例規 無
人
員

正職員 1.30

人 0.00 人

人員計 1.30 人 0.00 人 0.00 人 1.30 人

財
源
内
訳

国県支出金 25,660 0 0 25,660

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源 9,110 0 0 9,110

平成28年度 平成27年度

指標

なし

目標

評価指標 単位 年度 平成31年度 平成30年度 平成29年度

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明 適正執行が基本であり、指標の設定はそぐわない

実績

達成率(%) 0.0

実績

指標 目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

指標 目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

実績

指標の説明

指標 目標

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

達成率(%) 0.0

指標に基づく評価

平成29年10月22日執行の第48回衆議院議員総選挙を適正に執行しまし
た。

4,150

693

2,264

投・開票
従事者数

期日前投票 投　　票 開　　票

260人 248人 183人

【事業の目的】

投票日 平成29年10月22日 期日前投票日 平成29年10月11日～10月21日

41,202人 54.43％

75,698人

開票事務
関　　係

所要時間

小選挙区 21：15～22：58

比例代表 21：15～23：35

国民審査 21：15～24：00

1,916

区分

2,444

12,073

76

2,045

14,370人

　衆議院議員総選挙を公正かつ適正に執行する。

【事業の概要】

国民審査

比例代表

小選挙区

（内期前）

14,418人

14,417人41,201人 54.43％

75,652人 41,036人 54.24％

当日有権者数 投票者数 投票率

75,698人



5.事業に対する評価

6.今後の方向性

7.総合戦略記載事業の検証

現状と課題

効率性に課題

市民および選挙人に対して選挙結果をできるだけ早く公表できるよう開票作業時間の短縮を図る必要があります。

これまでの見直
しや改善等の実

績

平成29年10月22日執行の第48回衆議院議員総選挙では、小選挙区の開票確定時刻が午後10時58分で前回より若干の短縮、比例代表選挙が午後11時35分となり前回
より若干の延長となりました。

短期的な方向性 中長期的な方向性

目標年度 目標年度

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

方向性の
説明

法定受託事務のため評価しない。

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

基本施策



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

○報酬 選管委員 千円

○職員手当等 選挙事務従事職員時間外手当 千円

○報償費 協力者謝礼 千円

○需用費 千円

○役務費 通信運搬費（郵便料、電話料等 ） 千円

○委託料 千円

○使用料及び賃借料 会場、事務機器借上料 千円

（翌年度へ繰越）

・ポスター掲示場設置撤去委託料 千円

平成29年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 04 選挙費 目

0 4,555

根拠法令

住民と行政の協働によるまちづくりの推進 総務課

0 0 3,660

小事業 他　事業

09 市長・市議会議員選挙費

総合戦略
記載事項

大事業 051 市長・市議会議員選挙事業 中事業 01 市長・市議会議員選挙事業

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成29年度 平成28年度 平成27年度 29・28年度比

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総務部

基本計画 1-1

施策

事業区分 自治事務（義務的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 4,555 0
コ
ス
ト

事業費 3,660

無
人
員

正職員 0.65

人 0.00

有 公職選挙法 総事業費 8,215 0 0 8,215

人

人員計 0.65 人 0.00 人 0.00 人 0.65 人

0

その他特定財源 0 0 0 0

一般財源

人

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

人 0.00 人 0.00 人 0.65根拠例規

指標 目標

指標の説明

指標 目標

実績

財
源
内
訳

国県支出金 0 0 0

0.0 0.0 0.0

8,215 0 0 8,215

評価指標 単位 年度 平成31年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

指標

なし

0.0

指標の説明 適正執行が基本であり、指標の設定はそぐわない

実績

達成率(%) 0.0

目標

実績

指標 目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標に基づく評価

平成30年4月15日執行の坂井市長・市議会議員選挙に向けた準備を適正に
執行しました。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

14,408

【事業の目的】

　平成30年4月15 日執行の坂井市長選挙及び坂井市議会議員選挙に向けた準備を公正か
つ適正に執行する。
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476

96

2,934

36

25

56



5.事業に対する評価

6.今後の方向性

7.総合戦略記載事業の検証

現状と課題

課題はない

これまでの見直
しや改善等の実

績

短期的な方向性 中長期的な方向性

目標年度 目標年度

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

方向性の
説明

裁量の余地がない義務的な事業のため評価しないこととします。

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

基本施策



2.事業の目的・概要の続き

1.事業の位置付け

3.事業のコスト

2.事業の目的・概要

４．事業の成果

【事業の概要】

○報酬 投開票管理者及び立会人 千円

○需用費 消耗品費（事務用品消耗品等） 千円

○役務費 通信運搬費（郵便料） 千円

平成29年度事業分　坂井市まち・ひと・しごと創生総合戦略及び事務事業評価シート
＜事業の名称等＞

予算 款 02 総務費 項 04 選挙費 目

1,066 730

根拠法令

住民と行政の協働によるまちづくりの推進 総務課

208 383 △ 114

小事業 他　事業

14 土地改良区総代選挙事業費

総合戦略
記載事項

大事業 051 土地改良区総代選挙事業 中事業 01 土地改良区総代選挙事業

（単位：千円）

総合
戦略

政策パッケージ 平成29年度 平成28年度 平成27年度 29・28年度比

総合
計画

基本構想 1 住民とともに育むまちづくり 所管
部局

総務部

基本計画 1-1

施策

事業区分 自治事務（義務的なもの） 事業種別 ソフト事業 人件費 1,401 671
コ
ス
ト

事業費 94

無
人
員

正職員 0.20

人 0.00

有 土地改良法、公職選挙法 総事業費 1,495 879 1,449 616

人

人員計 0.20 人 0.15 人 0.15 人 0.05 人

0

その他特定財源 94 0 0 94

一般財源

人

関連計画・ﾏﾆｭｱﾙ 無 臨時職員 0.00 人 0.00 人 0.00

人 0.15 人 0.15 人 0.05根拠例規

指標 目標

指標の説明

指標 目標

実績

財
源
内
訳

国県支出金 0 0

0.0 0.0 0.0

1,401 879 1,449 522

評価指標 単位 年度 平成31年度 平成30年度 平成29年度 平成28年度 平成27年度

指標

なし

0.0

指標の説明 適正執行が基本であり、指標の設定はそぐわない

実績

達成率(%) 0.0

目標

実績

指標 目標

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

実績

達成率(%) 0.0

達成率(%) 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

指標に基づく評価

任期満了に伴う五領堰土地改良区総代選挙及び設立に伴う九頭竜川鳴鹿土地
改良区総代選挙を適正に執行しました。

0.0 0.0 0.0 0.0

指標の説明

【事業の目的】

　土地改良法に基づく関係土地改良区総代選挙を公正かつ適正に執行する。

52

14

28

九頭竜川鳴鹿土地改良区 平成３０年2月５日 100人 100人 無投票

土地改良区名 選挙期日 定数 立候補者数 選挙結果

五領堰土地改良区 平成３０年2月５日 32人 31人 無投票



5.事業に対する評価

6.今後の方向性

7.総合戦略記載事業の検証

現状と課題

課題はない

これまでの見直
しや改善等の実

績

短期的な方向性 中長期的な方向性

目標年度 目標年度

実施事業名
（小事業）

事業で得られた
ノウハウや気づ

き等

方向性の
説明

裁量の余地がない義務的な事業のため評価しないこととします。

総合戦略上の位
置づけ

政策パッケージ 施策

基本施策


